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○米田貴志委員長 

 ただいまから予算常任委員会を開会いた

します。 

 審査に入る前に、一言お願いを申し上げ

ます。 

 理事者におかれましては、議案の説明に

際し、昨年と比べ特に変わった事業を重点

的に説明願いたいと思います。また、委員

各位の質疑に対して、簡潔明瞭で的確な答

弁をお願いいたします。 

 次に、委員の皆様方には、審査日程に従

い順次審査ができますよう御協力をお願い

申し上げます。また、質問の意図するとこ

ろを明確に、簡潔に質問いただきますよう

よろしくお願い申し上げます。 

 なお、審査は、一般会計予算については、

歳出は款ごとに、歳入は一括、継続費、債

務負担行為、地方債、一時借入金、歳出予

算の流用については一括、また特別会計、

企業会計については、会計ごとに一括して

審査を行うこととし、附帯議案については

後日協議をお願いしたいと思いますが、こ

れに御異議ございませんか。 

   〔「異議なし」の声あり〕 

 御異議がないようですので、そのように

させていただきます。 

 また、本委員会における一般会計、特別

会計、企業会計予算の質疑について、通告

制を採用しております。各委員におかれま

しては、別途御配付しております通告一覧

表により、順次質疑をお願いいたします。 

 では、これより付託事件の審査に入りま

す。 

 まず、議案第32号令和７年度岸和田市一

般会計予算歳出のうち１款議会費の審査に

入ります。 

 本件に関し、理事者の説明を求めます。 

○寺本義之財務部長 

 議会費の説明の前に、１点お願いがござ

います。予算書の各目の事業別区分欄の冒

頭に括弧書きで、人事課として職員給与費

等を記載してございます。人件費は各会計、

各款にわたりますので、私から議会費の御

説明を申し上げ、質疑が終了いたしました

後、２款総務費の冒頭で、総務部長から人

件費全般につきまして一括して御説明いた

しますので、以後、各部長からの説明の際

には人件費の説明は省略させていただきま

す。 

 それでは、議会費について御説明いたし

ます。 

 予算書104ページ、105ページをお願いい

たします。１款１項１目議会費は４億1588

万3000円の計上で、前年度と比べまして181

万円の増加でございます。 

 議会費は、市議会に関する事務や議会運

営に要する経費でございまして、105ページ

中ほど、事業別区分欄に記載の議員報酬等

及び市議会運営事業並びに事務局職員給与

費等でございます。 

○米田貴志委員長 

 質疑はありませんか。 

   〔「なし」の声あり〕 

 ないようですので、１款議会費の質疑を

終結いたします。 

 次に、２款総務費の審査に入ります。 

 本件に関し、理事者の説明を求めます。 

○谷口英樹総務部長 

 各会計の各款にわたりまして人件費を計

上しておりますので、一括して御説明いた

します。 

 まず、一般会計から御説明いたします。

予算書の19ページをお願いいたします。は

しがきの４に職員手当及び共済費の算定根

拠を記載しております。 

 各款に計上しております人件費につきま

しては、給与費明細書により一括してその

内容を説明いたします。 
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 381ページをお願いいたします。このペー

ジは特別職の給与関係で、区分欄１列目に

本年度、前年度及び比較欄を設けておりま

す。それぞれの長等とありますのは、市長、

副市長及び教育長、議員とありますのは市

議会議員の皆様方、その他とありますのは

各種審議会等委員の方々で、区分ごとにそ

れぞれ職員数、給与費、共済費の予算額を

記載しております。 

 予算総額は本年度合計欄に記載の５億

9731万3000円で、前年度に比べ8967万7000

円の増額でございます。増額の主な要因は、

最下段の報酬の列、8799万1000円の増額、

職員手当の列、767万1000円の増額によるも

ので、報酬の増額は、令和７年度に国勢調

査が実施されることから、当該調査業務に

従事する指導員や調査員の方々の報酬を計

上したことによるもの、職員手当の増額は、

主に令和６年人事院勧告に準じて地域手当

の支給率を６％から10％に引き上げたこと

によるもの、教育長の任期満了に伴う退職

手当を計上したことによるものでございま

す。また、共済費の398万4000円の減額につ

きましては、主に旧地方議会議員年金制度

の負担金の減によるものでございます。 

 382ページをお願いいたします。２、一般

職（１）総括は、一般職の給与関係につい

ての総括表で、上段の表におきまして、職

員1379人、任期付職員１人、再任用職員41

人、会計年度任用職員1864人、合計3285人

の人件費総額を記載しております。給与費、

共済費を合わせまして144億3931万8000円で、

前年度と比較し８億1165万円の増額になり

ます。 

 職員数の前年度からの増減につきまして

は、職員が22人の増、再任用職員が７人の

減、会計年度任用職員が507人の増となって

おります。会計年度任用職員の増員につき

ましては、主に選挙回数の増によるもので

ございます。 

 中段及び下段の表は、上段の表、職員手

当の内訳を記載したものになります。 

 383ページ及び384ページにつきましては、

先ほどの382ページ（１）総括の内容を、会

計年度任用職員以外の職員と会計年度任用

職員に分けてそれぞれ記載したものでござ

います。 

 385ページをお願いいたします。（２）報

酬、給料及び職員手当の増減額の明細は、

給与費を前年度と比較し、増減額を事由別

にまとめたものでございます。 

 ２行目の報酬につきましては３億9988万

9000円の増額で、主な要因といたしまして

は、令和６年人事院勧告に準じて改定いた

しました職員の給与に準じて会計年度任用

職員の給与改定を実施したことや、選挙等

の事業の増による会計年度任用職員の増員

によるものでございます。 

 ３行目の給料につきましては１億6249万

6000円の増額で、主な要因といたしまして

は、職員の増員や、令和６年人事院勧告に

準じて職員の給料表を改定したことによる

ものでございます。 

 ４行目の職員手当につきましては１億

1109万3000円の増額となっております。主

な要因といたしましては、次の386ページに

かけて記載のとおりで、令和７年度につき

ましては定年退職者が発生しない年度でご

ざいますので、退職手当の減額があるもの

の、令和６年人事院勧告に準じて地域手当

の支給割合を６％から10％に引き上げたこ

とによるものや、期末勤勉手当の支給割合

を年間4.5月から4.6月に引き上げたことに

よるもの及び、給料表の改定や地域手当の

支給割合の引上げに伴う期末勤勉手当への

跳ね返りにより増額となったことによるも

のでございます。 

 なお、退職手当の予算につきましては、
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令和７年度に60歳以上となる職員に対して

実施いたしました勤続意向調査の結果によ

り予算を計上しております。 

 387ページをお願いいたします。（３）給

料及び職員手当の状況につきましては、上

の表、ア、職員１人当たり給料は、職員１

人当たりの各職種についての本年１月１日

現在と前年同日との平均給料月額と平均年

齢の比較表でございます。 

 下の表、イ、初任給は、各職種について

の初任給を記載したもので、併せて国の制

度も記載しております。 

 388ページをお願いいたします。ウ、等級

別職員数は、本年度予算と前年度予算を比

較し、職種ごとにその人数を記載しており

ます。 

 389ページをお願いいたします。上段の表、

等級別の標準的な職務内容の表は、等級別

の職務内容でございます。 

 中段の表、エ、定年退職及び定年前早期

退職に係る退職手当は、定年退職及び定年

前早期退職に係る退職手当について、その

勤続年数に応じた最高限度の支給率を記載

しております。 

 下段の表、オ、特殊勤務手当は、給料総

額に対する特殊勤務手当の比率並びに代表

的な名称を記載しております。 

 390ページをお願いいたします。カ、その

他の手当は、扶養手当、住居手当、通勤手

当について、支給基準等の内容を記載して

おります。 

 一般会計に係る人件費についての説明は

以上でございます。 

 次に、国民健康保険事業、自転車競技事

業、介護保険事業の各特別会計につきまし

て説明いたします。 

 これらの人件費の算定方法につきまして

は、一般会計と同様に算定し、その内容を

特別会計予算書の219ページから242ページ

にかけまして、おのおの給与費明細書にま

とめて記載しております。記載の内容につ

きましては同様でございますので、以降、

人数と金額のみを御説明いたします。 

 それでは、特別会計予算書の219ページを

お願いいたします。国民健康保険事業特別

会計分でございます。その他20人につきま

しては、国民健康保険運営協議会委員の

方々で、報酬につきましては54万9000円を

計上しております。 

 220ページをお願いいたします。この事業

に係る職員数は、職員23人及び会計年度任

用職員16人の計39人で、その人件費につき

ましては２億4014万1000円でございます。

前年度と比較し619万8000円の増額となって

おります。 

 227ページをお願いいたします。自転車競

技事業特別会計分でございます。この事業

に係る職員数は、職員７人、再任用職員１

人、会計年度任用職員１人の計９人で、そ

の人件費につきましては8557万7000円でご

ざいます。前年度と比較し162万9000円の増

額となっております。 

 235ページをお願いいたします。介護保険

事業特別会計分でございます。その他81人

につきましては、介護認定審査会委員及び

介護保険事業運営協議会委員の委員数でご

ざいます。その人件費につきましては2937

万6000円で、前年度と比較し30万3000円の

減額となっております。 

 236ページをお願いいたします。この事業

に係る職員数は23人及び会計年度任用職員

22人の計45人で、その人件費につきまして

は３億165万7000円でございます。前年度と

比較し2936万1000円の増額となっておりま

す。 

 人件費の説明については以上でございま

す。 

 引き続きまして、２款総務費のうち、５
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項統計調査費につきまして御説明を続けさ

せていただきます。一般会計の予算書にお

戻りいただきたいと思います。108ページ、

109ページをお願いいたします。 

 ２款総務費は81億98万8000円の計上で、

前年度に比べまして６億9641万1000円の増

加でございます。 

 大きく飛びますが、156ページ、157ペー

ジをお願いいたします。５項統計調査費は

１億5893万4000円の計上で、前年度に比べ

まして１億2900万円の増加でございます。

統計調査費は、統計法に定める各種統計調

査に要する経費でございます。 

 １目統計調査総務費は2521万7000円の計

上で、前年度より417万円の増加でございま

す。 

 158ページをお願いいたします。２目基幹

統計調査費は１億3371万7000円の計上で、

前年度より１億2483万円の増加でございま

す。これは、159ページ、事業別区分欄、上

から２つ目、国勢調査事業が皆増したこと

が主な要因でございます。 

○寺本義之財務部長 

 続きまして、１項総務管理費及び２項徴

税費につきまして御説明いたします。 

 108ページ、109ページにお戻り願います。

１項総務管理費は60億8404万8000円の計上

で、3242万円の増加でございます。 

 総務管理費は、市の行政事務のうち、情

報化推進、人事管理、広報広聴、財政管理、

会計管理、財産管理、企画、文化国際、市

民センター、自治振興、男女共同参画推進、

消費生活対策、人権推進等に要する経費を

計上しております。 

 １目一般管理費は25億5931万9000円の計

上で、２億6375万4000円の減少でございま

す。これは、109ページ、事業別区分欄一番

上の職員給与費等が17億9422万7000円で、

１億9735万9000円減少したことが主な要因

でございます。 

 114ページ、115ページをお願いいたしま

す。２目情報化推進費は９億8102万9000円

の計上で、４億8226万7000円の増加でござ

います。これは、１枚めくっていただきま

して、117ページ、事業別区分欄、上から２

つ目、基幹系システム運用事業が８億631万

4000円で、４億7314万2000円増加したこと

が主な要因でございます。 

 118ページ、119ページをお願いいたしま

す。３目人事管理費は１億8158万5000円の

計上で、942万9000円の増加でございます。 

 120ページ、121ページをお願いします。

４目広報広聴費は4137万7000円の計上で、

67万3000円の増加でございます。 

 その下、５目文書費は9592万1000円の計

上で、236万3000円の増加でございます。 

 122ページ、123ページをお願いします。

６目財政管理費は111万4000円の計上で、前

年度と同額でございます。 

 その下、会計管理費は7691万6000円の計

上で、2467万5000円の増加でございます。

これは、123ページ、事業別区分欄、上から

４つ目、会計事務事業が7530万1000円で、

2467万5000円増加したことが主な要因でご

ざいます。 

 その下、８目財産管理費は8919万円の計

上で、３億2063万3000円の減少でございま

す。これは、１枚めくっていただきまして、

125ページ、事業別区分欄、上から２つ目、

岸和田市庁舎建設基金積立事業が1491万

3000円で、１億8550万3000円減少したこと

などが主な要因でございます。 

 ９目自動車管理費は1335万円の計上で、

22万9000円の減少でございます。 

 126ページ、127ページをお願いいたしま

す。10目企画費は11億6498万5000円の計上

で、6230万3000円の増加でございます。こ

れは、127ページ、事業別区分欄、下から２
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つ目、岸和田市ふるさと応援基金積立事業

が７億3429万6000円で2835万5000円の増加、

１枚めくっていただきまして、129ページ、

事業別区分欄、上から２つ目、ふるさと寄

附事業が３億5994万7000円で、1418万3000

円増加したことが主な要因でございます。 

 130ページ、131ページをお願いいたしま

す。11目文化国際費は５億2400万3000円の

計上で、3595万円の増加でございます。こ

れは、131ページ、事業別区分欄、上から２

つ目、文化会館管理事業が１億2386万2000

円の計上で、1646万1000円増加、１枚めく

っていただきまして、133ページ、事業別区

分欄一番上の国際交流事業が2964万8000円

の計上で、1211万6000円増加したことが主

な要因でございます。 

 132ページ、12目支所・サービスセンター

費は691万円の計上で、５万2000円の増加で

ございます。 

 その下、13目市民センター費は１億4397

万4000円の計上で、1641万9000円の減少で

ございます。これは、市民センター管理事

業が皆増したものの、各市民センター管理

事業が皆減したことが主な要因でございま

す。 

 134ページ、135ページをお願いいたしま

す。14目自治振興費は6444万5000円の計上

で、616万2000円の減少でございます。 

 136ページ、137ページをお願いいたしま

す。15目男女共同参画推進費は1083万9000

円の計上で、184万2000円の増加でございま

す。 

 138ページ、139ページをお願いします。

16目男女共同参画センター費は3008万円の

計上で、156万8000円の増加でございます。 

 その下、17目消費生活対策費は351万9000

円の計上でございます。 

 140ページ、141ページをお願いします。

18目公平委員会費は1488万4000円の計上で

ございます。 

 142ページ、143ページをお願いします。

19目人権推進費は413万8000円の計上でござ

います。 

 その下、20目財政調整基金費は7031万

8000円の計上で、1176万5000円の増加でご

ざいます。 

 その下、21目減債基金費は615万2000円の

計上でございます。 

 １項総務管理費の説明は以上でございま

して、引き続き、２項徴税費について御説

明いたします。 

 ２項徴税費は８億6138万4000円の計上で、

１億3095万6000円の増加でございます。徴

税費は市税の賦課及び徴収事務に要する経

費を計上いたしております。 

 １目税務総務費は５億3775万1000円の計

上で、8332万円の増加でございます。これ

は、143ページ、事業別区分欄一番下、職員

給与費等が５億3736万円で、8337万5000円

増加したことが主な要因でございます。 

 144ページ、145ページをお願いいたしま

す。２目賦課費は１億3441万4000円の計上

で、3828万1000円の増加でございます。こ

れは、145ページ、事業別区分欄一番下、固

定資産評価事業が6280万9000円で、3964万

9000円増加したことが主な要因でございま

す。 

 146ページ、147ページをお願いします。

３目徴収費は１億8861万1000円の計上で、

935万7000円の増加でございます。 

 その下、４目固定資産評価審査委員会費

は60万8000円の計上でございます。 

○生嶋雅美市民環境部長 

 続きまして、３項戸籍住民基本台帳費に

つきまして御説明いたします。148ページ、

149ページをお願いいたします。 

 ３項１目戸籍住民基本台帳費に７億4273

万1000円の計上で、前年度と比べまして２
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億4134万5000円の増額でございます。増額

の主な理由でございますが、戸籍事務事業

において令和７年５月26日に法施行が予定

されております氏名の振り仮名記載制度に

対応するためのシステム改修等の委託料、

また、個人番号カード等管理事業において、

マイナンバーカード更新等窓口業務の増加

に伴う委託料等が増加したことによるもの

でございます。 

 戸籍住民基本台帳費の主な事業につきま

しては、149ページ、事業別区分欄、上から

３つ目、戸籍事務事業に6177万5000円の計

上で、主な経費は本籍人に振り仮名を通知

するためのシステム改修や、コールセンタ

ーの業務委託に係る委託料でございます。 

 150ページ、151ページをお願いいたしま

す。151ページ、事業別区分欄の最下段、個

人番号カード等管理事業に２億9858万3000

円の計上で、主な経費はマイナンバーカー

ド交付窓口等に係る業務委託料でございま

す。 

 152ページ、153ページをお願いいたしま

す。153ページ、事業別区分欄の１つ目、旅

券交付事業に8768万8000円の計上で、主な

経費はパスポートの交付時に取得者に御購

入いただく収入印紙の購入費でございます。 

○西村朗選挙管理委員会事務局長兼監査事務局

長兼公平委員会事務局長兼固定資産評価審

査委員会書記長 

 152ページ、153ページをお願いいたしま

す。４項選挙費につきまして御説明申し上

げます。この経費は、選挙管理委員会の管

理運営に要する経費、選挙啓発に要する経

費、市長選挙、参議院議員通常選挙に要す

る経費でございまして、本年度１億9615万

7000円の計上で、前年度と比べまして１億

6041万2000円の増額であります。その主な

要因といたしましては、１目選挙管理委員

会費で、153ページ、事業別区分欄一番下、

選挙管理委員会事業におきまして委託料に

1747万8000円の計上で、これは、システム

標準化に伴う選挙人名簿等システム構築及

び期日前投票システムネットワーク構築委

託料でございます。 

 154ページ、155ページをお願いいたしま

す。３目参議院議員通常選挙費に8388万

6000円の計上で、本年７月28日に任期満了

となります参議院議員通常選挙に要する経

費、その下、４目市長選挙費といたしまし

て6152万9000円で、４月６日執行の市長選

挙に要する経費を計上したことによるもの

でございます。その他の事業に大きな変動

はございません。 

 次に、158ページ、159ページをお願いい

たします。６項監査委員費につきまして御

説明いたします。この経費は、監査委員が

行う監査業務及び事務局に要する経費でご

ざいます。 

 １目監査委員費に5773万4000円の計上で、

前年度と比べまして大きな変動はございま

せん。 

○米田貴志委員長 

 説明が終わりました。 

 通告のありました委員は順次発言願いま

す。 

○ 原佳一委員 

 では、予算書の125ページ、公共施設管理

事業のうちの設計、測量等委託料469万5000

円についてですが、水銀に関する水俣条約

第５回締約国会議が2023年10月30日から11

月３日までスイス、ジュネーブにおいて開

催され、一般照明用の蛍光ランプについて

は、2027年末までに段階的に全ての製造及

び輸出入を禁止することが合意されたと経

済産業省の同会議の結果にあります。これ

により、政府は2030年に100％のＬＥＤ化の

目標を掲げています。 

 そこで質問します。今回の委託料の対象、
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市有施設数と施設名について、まずはお答

えください。 

○寺埜隆公共建築マネジメント課長 

 今回の設計、測量等委託料ですが、市有

建築物のＬＥＤ化工事に伴う設計委託料で、

13施設を対象としたものでございます。そ

の対象施設は、市立公民館・中央地区公民

館、葛城地区公民館、大芝地区公民館、葛

城上地区公民館、光明地区公民館、新条地

区公民館、天神山地区公民館、まちづくり

の館、大沢山荘、墓苑事務所、臨海会館、

南公園小体育館、中央公園管理事務所の13

施設でございます。 

○ 原佳一委員 

 今後も市有建築物のＬＥＤ化を進めてい

くと思いますが、令和６年度末時点でのＬ

ＥＤ化率と、設計や施工に係る全体の経費

についてお答えください。 

○寺埜隆公共建築マネジメント課長 

 令和６年度末時点のＬＥＤ化率ですが、

施設の規模に関係なく施設単位で計算しま

すと28％程度になります。 

 次に、本ＬＥＤ化の計画に係る経費です

が、設計委託料として2430万円程度、工事

費として５億5000万円程度と見込んでおり

ます。 

○ 原佳一委員 

 現段階で28％ということですが、2030年

まであと僅かであります。交付税措置もあ

りますので、当初予算から削減した工事費

３億円を含め、市有建築物のＬＥＤ化を計

画的に実施することを強く要望して、この

質問を終わります。 

○西田武史委員 

 私からは、予算書の147ページ、市税等過

誤納還付事業についてお伺いいたします。 

 令和５年３月の予算常任委員会で、稲田

前議員が固定資産税の納税義務者認定誤り

に伴う課税誤りの訂正についての質問があ

りましたが、どのような課税誤りがあった

のか、もう一度簡単に御説明いただけます

でしょうか。 

○武田直己固定資産税課長 

 一昨年御質問がありました固定資産税の

課税誤りですが、改めて、納税者の皆様に

多大なる御迷惑をおかけし、おわびいたし

ます。 

 本件につきましては、法令等を誤って解

釈し、相続登記が未了の資産は相続人全員

の共有資産として課税すべきところを、相

続人代表者の個人資産と合算して課税した

ことにより、一部の納税者の皆様に対しま

して固定資産税等を過大に請求していた事

案でございます。 

○西田武史委員 

 今回の課税誤りで固定資産税や都市計画

税を何年分返還するのでしょうか。また、

返還する対象者、返還する総額は幾らにな

るんでしょうか。 

○武田直己固定資産税課長 

 返還または還付対象とする年度は、平成

16年度から令和４年度までの19年度分でご

ざいます。 

 次に、固定資産税等を返還する対象者、

返還する総額でございますが、対象者は

5209名、本税及び利息相当額等を合わせた

返還額の総額は4561万1300円でございます。 

○西田武史委員 

 次に、この返還の進捗状況についてお伺

いします。令和５年６月の総務常任委員会

で令和９年度までに完了できるように進め

ていくという御説明がありましたが、現在

の進捗状況、そして対象者への返還が完了

するまでいつ頃になるのかお伺いします。 

○武田直己固定資産税課長 

 返還の進捗状況ですが、令和７年２月末

時点で、対象者5209名に対し4304名に返還

済みでございます。また、返還済みの金額
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ですが、本税及び利息相当額等を合わせま

して4340万9300円でございます。 

 次に、返還が完了する時期ですが、昨年

中に全ての返還対象者に対し、返還する旨

の通知書等の発送が完了し、現時点では、

対象者の皆様から返還金支払請求書等の提

出待ちの状態でございます。この請求書等

が提出された場合は、順次、御指定の口座

に振込を進めておりますので、今後、対象

者の皆様から速やかに請求書等を御提出い

ただければ、令和７年度中に完了できる可

能性がございます。 

○西田武史委員 

 返還する旨の通知が済んで、現在は対象

者からの請求書の提出を待っている状態で

あり、提出があれば令和７年度中に返還が

完了できるということでありますけれども、

現時点で請求書が提出されていない対象者

はどれぐらいいるんでしょうか。 

○武田直己固定資産税課長 

 ２月末時点で、対象者数5209名に対しま

して、請求書の未提出の方は905名でござい

ます。 

○西田武史委員 

 返還対象者にはまだかなりの請求書の未

提出者がおりますが、市から請求書の提出

を促すことはないんでしょうか。 

○武田直己固定資産税課長 

 請求書等が未提出の方には提出をお願い

する文書を送付しております。それでも提

出されない場合は、特定記録郵便でもう一

度請求書等の提出をお願いする文書を送付

しております。市としてどこまで手を尽く

すことがよいのか難しいところではござい

ますが、顧問弁護士の御意見を参考に２回

とさせていただいております。 

○西田武史委員 

 通知書を受け取った方が請求書を提出し

ない場合、返還することはできないんでし

ょうか。 

○武田直己固定資産税課長 

 地方税法に基づく還付金の場合、請求す

ることができる日から５年を経過しますと、

還付金の請求権は時効により消滅いたしま

す。本市の固定資産税等返還金支払要綱に

基づく返還金につきましては、本市の信頼

回復のために設けられた制度であることを

鑑み、還付金と同様の対応としております。 

○西田武史委員 

 ここまで質問して、課税誤りの返還は順

調に進んでいるのではないかなというふう

に思います。 

 それでは最後に、今後、再発防止に向け

てどのように取り組んでいくんでしょうか。 

○武田直己固定資産税課長 

 法令等の解釈を誤ったためこのような事

案が生じましたので、職員一人一人が法令

等をしっかりと理解できるよう法令解釈、

運用についての研修を受講するとともに、

課内研修を実施し、職員の法令解釈の理解

を深めております。また、固定資産税の課

税誤りの記事を随時供覧し、課税ミスが生

じやすいケースを課内で共有し、固定資産

の課税に活用しております。 

 今後、法令解釈等に疑義が生じた場合は、

大阪府等に確認するなど、再発防止に向け、

法令等の適切な運用に努めてまいります。 

○西田武史委員 

 これも市民に大変御迷惑をかける大きな

問題になりますので、今後こういうことの

ないように気をつけて従事していただきた

いと思います。 

○殿本マリ子委員 

 この質問は取り下げさせていただきます。 

○中岡佐織委員 

 では、予算書155ページをお願いいたしま

す。選挙常時啓発事業について御質問させ

ていただきます。 
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 選挙常時啓発事業ではどのような事業を

行っていますか。また、この事業での報償

金はどのようなものでしょうか、お願いい

たします。 

○青木高志選挙管理委員会事務局次長兼公平委

員会事務局次長兼固定資産評価審査委員会

書記次長 

 この事業では、選挙啓発のポスターコン

クールを小学校から高校生までを対象に行

い、それに伴う参加賞や入賞記念品をお渡

ししております。また、高石市以南の市町

共同で啓発物品を共同で発注し、岸和田市

内でのいろんなイベントの際に選挙啓発物

品を配布し、選挙啓発を行っております。

昨年は、お城まつりの際に配布させていた

だいております。また、昨年は選挙啓発の

出前授業として、市内小学校４校で出前授

業を行い、久米田高校では大阪府と共同で

出前授業を行っております。 

 この事業での報償金につきましては、令

和７年度で関西大学との共同で事業を行う

ことを検討しており、その際の学生や教授

の交通費として報償金を計上しております。 

○中岡佐織委員 

 関西大学との共同での事業ということで

すが、どういった内容でしょうか、お願い

します。 

○青木高志選挙管理委員会事務局次長兼公平委

員会事務局次長兼固定資産評価審査委員会

書記次長 

 関西大学との連携協定に基づきまして、

主に若者の投票率の向上のための主権者教

育の取組について、関西大学でも協力でき

ることがありそうだとのことで、令和７年

度から具体的な取組について今年度協議し

てきました。 

 当初の案としましては、令和８年１月に

実施予定であった任期満了による市長選挙

を見据えて、令和７年度に小中学校を対象

に選挙出前講座を実施し、市長選挙の実施

の前後で保護者と児童に対してアンケート

調査を実施し、出前講座が有権者の投票行

動にどのような影響を与えているかについ

て、関西大学協力の下、効果測定をすると

いうものでした。しかし、任期満了による

市長選挙が実施されなくなったことから、

事業内容について見直しをする必要があり、

現在、関西大学と協議中でございます。 

 選挙管理委員会がこれまで取り組んでき

た選挙啓発の取組についてブラッシュアッ

プできるよい機会だと考えておりますので、

前向きに今後も検討していきたいと考えて

おります。 

○中岡佐織委員 

 若い世代の政治参加意識を育む必要性と

いうのは選挙時だけの注目となりがちです

ので、政治に関わっていく意義や方法、政

治リテラシーの向上などを主権者教育とし

て常時の啓発を本予算の中でもお考えいた

だいていることをうれしく思います。そし

て、内容や時期について急な変更などとい

うことで御苦労をおかけいたしますが、よ

ろしくお願いいたします。 

 続いて、155ページのその下、参議院議員

通常選挙事業及び市長選挙事業についてお

尋ねいたします。 

 令和７年度には４月６日に市長選挙と夏

に参議院議員通常選挙の２つの選挙がござ

いますが、それぞれ選挙での大きな事業費

内訳と、２つの選挙で何か違いがあれば教

えてください。 

○青木高志選挙管理委員会事務局次長兼公平委

員会事務局次長兼固定資産評価審査委員会

書記次長 

 参議院議員選挙では、大きな事業といた

しましては、報酬として1629万6000円、職

員手当として1760万円、役務費として1134

万7000円、委託料として2305万7000円があ
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ります。市長選挙では、現在既に準備を進

めておりまして、さきの令和７年２月18日

の議会で議決いただきました令和６年度岸

和田市一般会計補正予算の分と合算します

と、大きな事業としましては、報酬として

1149万7000円、職員手当として1643万円、

役務費として1222万1000円、委託料として

2119万1000円、負担金として1400万1000円

があります。 

 この２つの選挙の違いといたしましては、

参議院議員選挙はほぼ国費で行えるという

ことがありますが、市長選挙では全て市費

となり、さらに、参議院議員選挙にはない

選挙公営の負担金が発生してまいります。 

○中岡佐織委員 

 昨年の秋から約１年の短期間の間に何度

も選挙があって、市議会議員選挙の残務処

理も行いながら、既に市長選挙の準備も進

めていただいているとのことですので、勤

務時間も相当なものだと思っています。 

 そして、２つの選挙の違いは選挙公営の

負担金ということでした。選挙公営とは、

お金のかからない選挙のため、また候補者

間の選挙運動の機会均等を図るために採用

されている制度だと思います。選挙公営は

選挙の種類によって異なると思いますが、

御答弁にあった市長選挙では、いわゆる選

挙カー、選挙はがき、公営ポスターやビラ

といったことで間違いないでしょうか。 

○青木高志選挙管理委員会事務局次長兼公平委

員会事務局次長兼固定資産評価審査委員会

書記次長 

 中岡委員おっしゃるとおり、選挙公営に

よる公費負担といたしましては、選挙運動

用自動車費用としての自動車借入費用、燃

料費用、運転手雇用費用や、あとポスター

作成費用、ビラ作成費用、選挙運動用通常

はがきの郵便費用で間違いございません。 

○中岡佐織委員 

 さきの都知事選や直近の本市の市議選で

も多様なものが見受けられましたが、公費

である以上、候補者にはその責任と品位の

あるものを作っていただきたいと願うばか

りです。 

 続いても、参議院議員通常選挙事業及び

市長選挙事業についてですが、負担金につ

いては前回の令和４年１月の市長選挙より

増額となっていますが、何か理由がありま

すでしょうか。お願いいたします。 

○青木高志選挙管理委員会事務局次長兼公平委

員会事務局次長兼固定資産評価審査委員会

書記次長 

 理由といたしましては、前回の令和４年

１月の市長選挙では、立候補の受付日より

も２か月から３か月前までに立候補予定者

説明会を行うことができておりましたので、

あらかじめ立候補者の予定人数を把握した

上で物品等を注文したり、前々回の候補者

数とあまり変わらないだろうと予測するこ

とができておりましたが、今回の選挙につ

きましては非常に急な選挙であり、前回の

市議会議員選挙でもそうでしたが、ＳＮＳ

等でのいろんな情報により立候補者の人数

の把握が非常に難しく、情報のあった方に

つきましては立候補する可能性があるとい

うことを見越して予算計上する必要があっ

たため、通常よりも多くの人数で予算計上

をせざるを得なかったということが理由と

してあります。 

○中岡佐織委員 

 今、御答弁の中に物品とありましたが、

例えば市議選ではたくさんの立候補者が出

るのではとのことから、大変大きな公営ポ

スターを貼る掲示板となっていましたが、

例えばそういったものや、候補者の立候補

の届出をすると選挙管理委員会から無料で

交付される公職選挙法で選挙運動中の表示

や着用が義務づけられている、いわゆる７
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つ道具なども含まれ、恐らく使用しなけれ

ば無駄になることも予想されますが、多め

に発注しなければいけないということにな

りますか。 

○青木高志選挙管理委員会事務局次長兼公平委

員会事務局次長兼固定資産評価審査委員会

書記次長 

 前回の市議会議員選挙でも、今回の市長

選挙でも非常に急な選挙でありまして、７

つ道具などは発注してから納品まで最低１

か月は必要となることから、今回のような

選挙では候補者の数を絞った上で発注する

ことが非常に難しく、立候補予定の情報が

あった方については、ほぼ全ての方の分を

発注する必要がございます。 

 もし７つ道具の物品が足りないというこ

とになりますと、立候補者の選挙運動に大

きな支障を来してしまいます。また、昨年

の東京都知事選挙のようにポスターを貼る

場所がないということになりますと、これ

も訴訟といったような大きな問題となる可

能性がございます。そのため、選挙管理委

員会としては、急な選挙の場合、立候補の

情報があった方についてはほぼ全て発注す

ることになってしまいます。 

○中岡佐織委員 

 前回の市議選については決算で明らかに

なってくることだと思いますが、そういっ

た物品は、不足させては候補者にとって平

等な選挙とならない可能性も出てくること

から、ＳＮＳなどいろんなところから集め

られる情報を基に予測しての御準備で予算

計上していただいていることが分かりまし

た。 

 これで全ての質問を終わります。 

○海老原友子委員 

 予算書の137ページ、男女共同参画事業に

ついてお伺いします。 

 予算要求額966万5000円とのことですが、

具体的に取り組んでいる主な内容について、

令和６年度の実績に基づいてお答えくださ

い。 

○今橋章吾人権・男女共同参画課長 

 男女共同参画事業におきましては、啓発

活動や相談対応が主な取組となります。令

和６年の実績に基づきますと、まず、啓発

活動として取り組んでいる男女共同参画セ

ンターなどで開催するきしわだ男女共同参

画フォーラムをはじめとする市民向けの講

座などがございます。また、園児を対象と

したアンコンシャス・バイアスの解消につ

ながる出前講座を市内幼稚園、保育園で開

催いたしました。他に岸和田商工会議所と

共催によるハラスメント防止研修など、他

団体との共催講座を実施いたしました。さ

らに、本市職員向けの研修も開催しており

ます。 

 次に、相談対応としまして、カウンセラ

ーによる面接相談、電話相談を実施するほ

か、不安や悩みを抱える女性に対する相談

や居場所提供などを行うつながりサポート

事業をＮＰＯ法人に業務委託しております。 

○海老原友子委員 

 それでは、引き続き、予算書143ページ、

人権啓発事業についてお伺いします。 

 予算要求額301万5000円とのことですが、

先ほどと同じく、具体的に取り組んでいる

主な内容について、令和６年度の実績に基

づきお答えください。 

○今橋章吾人権・男女共同参画課長 

 男女共同参画事業と同じく、人権啓発事

業におきましても啓発活動や相談対応が主

な取組となります。令和６年度の実績に基

づきますと、市民を対象とした啓発活動と

しては、市内各地域で行う人権セミナーや

12月の人権週間に合わせて行う人権を考え

る市民の集いのほか、人権問題専門講座な

どがございます。また、職員を対象とした
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人権研修も開催しております。 

 次に、相談対応につきましては、人権相

談となりますが、不安や悩みなど、相談者

の思いに寄り添うような形で当課の職員が

対応しております。 

 令和７年度につきましても、男女共同参

画事業、人権啓発事業ともに同様に取組を

進めてまいります。 

○海老原友子委員 

 男女共同参画事業におきましては、きし

わだ男女共同参画フォーラム、市民向けの

講座、保育所、幼稚園においての児童を対

象にした出前講座、また他団体との共催講

座、事業所対象の講座、また本市の職員向

けの講座を毎年、年間通して実施されてい

ることが分かりました。性別役割分業の根

強さや選択的夫婦別姓がなかなか日本だけ

が実現しないのは、古きあしき慣習が残っ

ているからだと言われています。グローバ

ル、グローバルと言いながら、肝腎なとこ

ろで国際基準に合わそうとしない日本です

が、ジェンダー平等の取組や、パワハラ、

セクハラなど全てのハラスメントをなくす

取組の研修を、より多くの市民、子供たち、

そして職員に受けてもらえるように、宣伝

などに力を入れていただき、さらに頑張っ

てほしいと思います。 

 また、人権啓発事業におきましても、市

内小学校区での人権研修会や市民の集い、

講座の開催、職員向けの人権研修などの実

施など、頑張っていただいていることもよ

く分かりました。 

 今回、前市長の報道された問題に対しま

して、市民から様々な意見を聞く機会があ

りました。まだまだ女性の人権に対する認

識は古い慣習のようなものに縛られている

方も少なくありません。相手の人権も自分

事として大切にできる社会になるよう、高

齢者も子供も人権の捉え方を学べるよう、

さらなる啓発活動が必要だと考えます。 

 男女共同参画や人権施策の推進は非常に

大切なものです。令和７年度におきまして

もしっかりと取り組んでいただきたいと要

望して、この質問は終わらせていただきま

す。 

 続きまして、次の選挙常時啓発事業につ

きましては、中岡委員の質問と重なります

ので、取り下げさせていただきます。 

 続きまして、予算書129ページ、大阪・関

西万博推進事業について質問させていただ

きます。 

 この事業の予算の内訳ですが、主には自

治体参加催事出展と子供たちの万博会場無

料招待ということだと思われるんですけれ

ども、予算の主な内訳をお示しください。 

○田中浩二企画課長 

 大阪・関西万博推進事業に係る予算の内

訳についてでございますが、報償費につき

ましては、催事出演者の謝礼等として88万

8000円、旅費につきましては、万博会場へ

の職員等の交通費といたしまして24万4000

円、需用費につきましては、催事実施に係

る消耗品費等として254万円、役務費につき

ましては、だんじり出展に係る保険料等と

して158万6000円、委託料につきましては、

子供無料招待事務費、展示物運搬費等とい

たしまして518万7000円、使用料及び賃借料

につきましては、バス借上費、子供無料招

待チケット代等といたしまして3242万4000

円、負担金、補助及び交付金につきまして

は、催事出展等に係る市の負担分といたし

まして551万8000円をそれぞれ計上させてい

ただいてございます。 

○海老原友子委員 

 万博関連に対する予算はかなり大きいも

のかなと思うんですけれども、万博会場に

おいて実施を予定されている自治体参加催

事の内容について教えてください。 
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○田中浩二企画課長 

 万博会場における自治体参加催事につき

ましては、本市は、大阪府と府内全市町村

が参加いたします大阪ウィーク～春・夏・

秋～及び、2025年日本国際博覧会とともに、

地域の未来社会を創造する首長連合が主催

いたしますＬＯＣＡＬ ＪＡＰＡＮ展の２

つの枠組みにて出展を予定してございます。 

 １つ目の大阪ウィーク～春・夏・秋～に

つきましては、大阪府と府内全市町村が一

体となりまして、祭りをテーマに自由闊達

で進取の気性に富んだ大阪のポテンシャル

を結集し、次の世代に脈々と語り継がれる

大阪ならではのイベントを実施するもので

ございます。会期中の春、夏、秋の３期、

計35日間にわたりまして、ＥＸＰＯアリー

ナでは、大阪の祭！～ＥＸＰＯ2025春の

陣・真夏の陣・秋の陣～が、ＥＸＰＯメッ

セでは地域の魅力発見ツアー～大阪43市町

村の見どころ～が実施される予定となって

ございます。 

 本市におきましては、５月の春の陣は、

地域の絆のテーマの下、岸和田城の情報発

信や地場産物を用いた料理の販売、藤井町

の御協力によりまして、だんじり１台の展

示、実演を計画してございます。７月の真

夏の陣につきましては、世代の絆のテーマ

の下、岸和田ブランド認定品の展示でござ

いますとか、高校生によるダンス披露等を

計画してございます。９月の秋の陣につき

ましては、世界の絆のテーマの下、パンダ

バンブープロジェクトの発信といたしまし

て、竹の茶室や竹あかりの展示等を計画し

てございます。 

 ２つ目のＬＯＣＡＬ ＪＡＰＡＮ展につ

きましては７月開催となってございまして、

2025年日本国際博覧会とともに、地域の未

来社会を創造する首長連合に加盟する東北

から沖縄までの43自治体が文化や技術、歴

史を通じ、地域から日本の魅力を発信する

イベントを実施するものでございます。 

 本市におきましては、文化・伝統技法を

未来へ、手工芸・いろいろな素材の違い、

産地の技術と魅力の共演～職人の想いをの

せて～のテーマの下、お隣の貝塚市、香川

県の東かがわ市、高知県の須崎市との４市

共同出展を進めてございまして、本市から

はだんじり彫刻、大阪泉州桐たんすの展示

等を計画してございます。 

○海老原友子委員 

 図らずも大阪・関西万博、私も開催地が

あの場所でなければ行きたいなと思うよう

な、すごく企画課の方たちが練られた企画

かなと思います。私たち日本共産党議員団

の立場としては、開催地の問題やとか万博

の狙いなどのいろんな問題がありまして、

懸念している点が多々あるわけですが、万

博の関連事業については、令和６年度の債

務負担行為で計上済みの事業や継続の事業

が多いとはいえ、骨格予算の対象かどうか

懸念される事業も多いことを述べて、この

質問は終わらせていただきます。 

 続きまして、予算書129ページ、スマート

シティ推進事業についてお聞きします。 

 スマートシティ推進事業はどういった目

的で実施するものですか。また、具体的に

どのような取組をしているか教えてくださ

い。 

○田中浩二企画課長 

 スマートシティ推進事業につきましては、

令和６年３月に策定いたしました岸和田市

スマートシティ構想の実現に向けまして、

ＩＣＴ、情報通信技術や先端技術を活用し、

住む人や訪れる人それぞれが感じる利便性

や幸福度を高め、長きにわたって愛着を持

ってもらえる持続可能なまちを目指すこと

を目的としてございます。 

 具体的な取組といたしましては、大阪ス
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マートシティパートナーズフォーラムに参

画いたしまして、新たな技術やサービスな

どの情報収集、産学官が連携する岸和田市

スマートシティ推進協議会の設立準備や実

証実験の調整、大阪広域データ連携基盤活

用に向けての各種調整、デジタルディバイ

ド、情報格差の解消対策としてのスマート

フォン教室の開催などが挙げられます。 

○海老原友子委員 

 では、令和７年度計上されている予算に

ついて、その他委託料の内容を教えてくだ

さい。 

○田中浩二企画課長 

 その他の委託料につきましては、岸和田

市スマートシティ推進協議会運営支援業務

委託料といたしまして451万円、実証実験に

関する委託料といたしまして250万円、デジ

タルディバイド、情報格差の解消対策とい

たしまして、地域に根づいたスマートフォ

ン教室の開催に係る委託料といたしまして

400万円を計上してございます。 

○海老原友子委員 

 いろいろ事業の名前でスマートという言

葉が使われる事業名が多いんですけども、

デジタルディバイドという言葉もなかなか

私も耳慣れないもので、そういう情報格差

とかいうとこら辺の改善に力を入れていた

だけるということが分かりました。 

 スマートフォン教室の開催については、

入札によって業者決定されるということだ

と思うんですけども、これまでも適正なそ

ういうので業者決定されることを願ってい

ます。 

 ほかの部局にも関わることではあります

が、重点目標の３で挙げられています都市

課題を解決する仕組みづくりの実現という

ことでありますが、骨格予算ということで

削減の検討を多くしていただいているとこ

ろと理解いたしました。このスマートシテ

ィ推進事業も一部削減されての計上になっ

ています。市民生活が安心で豊かになるよ

う、今後とも検討していただくことを要望

して、この質問を終わらせていただきます。 

○中井良介委員 

 まず、会計年度任用職員についてお尋ね

します。 

 これまでも会計年度任用職員、非正規の

職員の待遇や雇用の改善を求めてきたわけ

ですが、会計年度任用職員としてまとめら

れた非正規の職員、その制度が発足して今

年度５年目を終わろうとしているわけです

が、岸和田市の場合、５年を限度として雇

い止めということになるわけですが、この

間の雇い止めの状況、それから再度試験を

受けて雇用の継続を求める人たちの状況と

いうのはどうなっているんでしょうか。 

○藪利哉人事課長 

 令和２年度に制度ができました。ちょう

どそれで５年目となります。５年を迎える

職員の割合なんですけれども、任期満了の

人が40人、そのうちの82.5％の33人が再受

験されております。 

○中井良介委員 

 40人中33人が再受験ということで、やは

り働き続けていたいという希望を持ってお

られる方が多いということが分かります。

もちろん辞める方もおるわけですが、やっ

ぱりこの待遇の問題や、今後のもっときち

んと雇用が確保される仕事に就きたいとい

うことで変わる人もおられるんだと思いま

す。 

 去年、人事院や、それから総務省も国の

公募３年ルールの見直しということで、岸

和田市の制度と年数も違うんですけれども、

雇用の継続ということが趣旨の改定が行わ

れているわけですから、５年で雇い止めと

いうこの岸和田市の制度、５年というのは

他市に比べると長い面があるわけですけれ
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ども、それでも５年で終わるという、もう

一度試験を受けなければ雇用が続けられな

いという制度をやっぱり早く改めるように

求めていってもらいたいと思います。民間

企業であれば、５年間勤めれば本人の希望

で無期雇用に転換するという道もあるわけ

ですが、公務員の場合はそれがないという

ことで、ぜひ改めていくように岸和田市で

も努力をお願いしたいと思います。 

 それと、待遇改善の問題では、今年度、

令和６年４月１日からこれまでの期末手当

に加えて勤勉手当の支給も行われ、一定の

改善がされていると思います。今回の人事

院勧告も反映した報酬の引上げも行われま

した。 

 休暇制度についても、この間、改善があ

ると思うんですが、その中身について教え

てほしいと思います。 

○藪利哉人事課長 

 休暇のことなんですけども、令和６年12

月２日付で看護休暇の適用範囲が国で拡大

されております。国では小学校３年生まで

拡大されました。本市の看護休暇につきま

しては、正職員も会計年度任用職員も同じ

運用をしております。子供の対象範囲につ

きましては小学校６年生までとしており、

既に国よりも対象範囲を拡大しております。

取得事由につきましては、今回の通知を受

けて、入園式、卒園式、入学式、卒業式な

どの式典に加えて、参観日や運動会などの

学校行事への参加も追加する予定となって

おります。 

○中井良介委員 

 今回、国が改善したわけですが、岸和田

市では既に前から年齢も、今回国が挙げて

いるのは入園・卒園式とか、小学校でも入

学式だけで、小学校３年生までやっと延び

たというところを、岸和田市は小学校６年

生まで常勤職員と同じ扱いでやっていると

いうことで、その点は評価したいと思いま

す。 

 あと、改善は進められてはおるんですけ

れども、こういう会計年度任用職員が本当

に自立して生活できる待遇になっているか

といえば、そうじゃないわけですよね。ま

だまだ女性の職場が多いわけですが、主婦

の家計補助的な仕事にとどめられていると

いうケースが多いわけです。もちろん、働

いている人の年齢も、働くその家庭環境な

り必要性とかは人によって違うと思います

が、若い人たちがこういう非正規で働かな

ければならない、あるいは正規の門が非常

に狭いという中で、こういう働き方を続け

られていることについては改めていくよう

にぜひお願いしたい。これは国の問題でも

あるわけですが、さらに改善をお願いした

いと思います。 

 次に進みます。公民戦略連携デスク運営

事業、予算書の129ページですが、このこと

についてお尋ねします。 

 初めに、私が今回質問します中身といい

ますのは、日本共産党のしんぶん赤旗の記

者が、この間、取材を行って、情報公開な

ども使ってされた、その情報を提供してい

ただいて質問させてもらうものです。ただ

し、もちろんこの質問の中身につきまして

は私の責任で行っていきます。 

 まず、公民戦略連携デスク運営事業とい

うのがどういう中身の事業か、市にとって

どういうことを期待したり求めているのか、

その点について御説明をお願いしたいと思

います。 

○田中浩二企画課長 

 公民連携と呼ばれる取組につきましては、

多くの形態がございます。本市におきまし

ては、企業の社会的責任、企業が社会性の

高い事業を行うことで社会問題を解決する

と同時に、その結果、経済的な価値も創造
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するといった企業との共通価値の創造、社

会貢献活動といった新たなパートナーシッ

プにおきまして、企業や大学等との連携、

競争を通じ、市民サービスの向上、地域課

題の解決、地域の活性化を図ることなどを

目的といたしまして、公民連携事業に取り

組んでおります。 

 企業、大学等と連携することによりまし

て、企業等のノウハウ、アイデア、技術等

の活用による、よりよい市民サービスの提

供や、行政単位では対応が困難な地域課題

解決への取組、新たなビジネスモデル等の

構築による地域経済の活性化が期待される

ところでございます。 

○中井良介委員 

 包括連携協定という名前は、事業の名前

としては比較的新しいんですが、以前から、

例えば和歌山大学とかの連携など、こうい

う事業は進めてこられたようですし、企業

が社会的責任とか社会貢献を行うという、

これは非常にいいことですし、世界的にも

脱炭素社会実現とか、貧困問題の、世界的

な問題の解決など、私らも目にするところ

があるわけですが、こういう取組を進めら

れているんですが、今回私が取り上げます

のは、昨年８月に協定を締結したエックス

モバイル株式会社という会社について御説

明をお願いしたいと思います。 

○田中浩二企画課長 

 エックスモバイル株式会社につきまして

ですが、この会社は東京都港区に本社を置

く会社でございまして、自社で回線網を持

つソフトバンクやＮＴＴドコモ、ａｕなど

の大手通信会社の通信回線を借りて、比較

的安価な料金プランで携帯電話サービスが

利用可能となる格安ＳＩＭサービスを日本

全国で提供している事業者ということにな

ります。 

○中井良介委員 

 2020年８月12日付のＩＴｍｅｄｉａとい

う情報誌、ネットの情報誌かなと思うんで

すが、ここにその会社の説明がありますの

で紹介したいと思うんですが、文部科学省

が2019年12月に打ち出したＧＩＧＡスクー

ル構想が教育界のみならずＩＴ業界でも話

題だ。ＧＩＧＡスクール構想とは、とにか

くこれに対してＰＣメーカーはＧＩＧＡス

クール構想に対応した製品の売り込みに必

死だという前書きの中で、今紹介された大

手の通信網を利用した非常に安いスマホな

どを、しかし、Ｗｉ－Ｆｉ環境が、現在ま

だまだ整っていない中で、その商機を捉え

て活動されているわけですが、それはそれ

で企業活動として当然のことだと思うんで

すが、この情報誌の中に、「特に、あるエ

ックスモバイル加盟店のオーナーが岸和田

市の永野耕平市長と非常に親しく、ＧＩＧ

Ａスクール構想を知るきっかけになると同

時に、永野市長を介して、大阪の、さらに

全国各地の自治体とのつながりが生まれ

た」ということで、木野氏というのは社長

ですが、既に100以上の市町村に自ら出向き、

行政特別プランを紹介してやっているとい

う、永野前市長との写真もあるわけですが、

かなり前からお知り合いで親しいのかなと

思うんですが、この木野氏が直接岸和田市

に関わってこられたのが、岸和田市に2020

年、令和２年に寄附をされているわけです

が、岸和田市役所の投稿というのを紹介し

たいんですが、2020年、令和２年の９月28

日付ですが、岸和田市役所が発信している

んですが、エックスモバイル株式会社より、

Ｗｉ－Ｆｉルーター端末とタブレット端末、

ルーター通信費１年分を御寄附いただきま

した。９月23日、格安携帯キャリアを展開

するエックスモバイル株式会社より市内の

学校に対し、モバイルＷｉ－Ｆｉルーター

端末40台並びにルーター通信費１年分を寄
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附いただきました。また、市民病院に対し

ても同じようにそういうものを寄附したと

いうことが、金額で35万5000円ほどの寄附

をしてくれておるわけです。 

 そういうつながりの中で、2023年、令和

５年８月８日に木野社長が市長訪問して、

その場に公民戦略連携デスクも同席してお

られるわけですが、そのときの話というの

はどういうことなのかお教えください。 

○米田貴志委員長 

 中井委員、申し訳ない。今年度の予算に

関わってくる質問になるんですかね。 

○中井良介委員 

 これからのことで。はい。 

○米田貴志委員長 

 できるだけそちらのほうに重点を置いて

いただきますようお願いいたします。 

○田中浩二企画課長 

 令和５年８月８日当日につきましては、

木野氏から岸和田オリジナルの格安ＳＩＭ

の創設について御発言がございました。た

だ、具体的な提案や資料の提示はございま

せんでした。よって、詳細は把握いたしか

ねるのですが、本市の名前を付したスマホ

プランを新たに立ち上げて、その収益の一

部を本市へ寄附することで本市の地域活性

化に役立てたいといった趣旨の御提案であ

ったのではないかと推測いたしてございま

す。 

 また、それ以前には高齢者向けのスマー

トフォン貸与の御提案を頂いてございまし

て、他の自治体におきまして高齢者等のデ

ジタルディバイドを解消することを目的と

いたしまして、スマートフォンをお持ちで

ない高齢者などを対象として、約１か月間

の無料貸出しを含むスマートフォン体験教

室を実施された事例を基に御発言いただい

たのかなと思われます。 

 それ以外といたしましては、生活保護を

受ける人に格安の料金プランを提案するこ

とによりまして、通信料金に必要となる支

出を軽減しようという取組かと想像するよ

うな発言も頂いてございます。いずれのお

話も木野氏からの提案にとどまってござい

まして、実現性や課題について意見交換を

実施するまでには至ってございません。 

○中井良介委員 

 今の答弁では、そういった趣旨の御提案

であったのではないかと推測いたしますと

か思われますとか、あるいは想像するとこ

ろでありますというような言葉で終わって

いるんですが、会話の中での話で終わって

いるので、具体的にそしたら協定を結べる

状況かといえば、そこまでは行っていない

ということだと思います。 

 ただ、打合せ記録という、これは企画課

の中の文書ですけども、令和５年８月８日

に木野社長が来られて、そのときに今お答

えになったようなことが少し簡単にですが

書かれているんですが、所見という欄、こ

れは職員の所見なんですけども、自治体が

特定の事業者とこのような取組をしてよい

のかというような言葉も入っているんです

が、これはどういうふうにお考えのことな

んでしょうか。 

○田中浩二企画課長 

 木野氏から御発言のあった取組につきま

して、認識の相違がないか確認等も含めて

する必要がございますけれども、お話だけ

ではなかなか、担当者としてもこれが自治

体として取組を行っていいものかどうかと

いうところ、木野氏の発言内容が不確かな

ところでありまして、その辺をちょっと疑

問視、課題としてメモに残しているという

ものでございます。 

○米田貴志委員長 

 中井委員、できるだけ予算に即して質問

をお願いしたいと思います。ちょっと趣旨
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が。 

○中井良介委員 

 いや、これからのこの事業について。そ

ういうことを通じて、ただ、エックスモバ

イル株式会社との折衝は、その後、途絶え

たようなんですが、その後、2024年、令和

６年、去年の５月10日に市からエックスモ

バイル株式会社にメールを送って、市長か

ら連携を具体的に進めるよう指示があり連

絡しましたという書き出しで、スマホ教室

なんかの例も挙げて、本市でできることが

あればということが出ているんですけれど

も、この５月10日の市長の指示というのは

どういったようなことなんでしょうか。 

○田中浩二企画課長 

 市の各部署におきましては多数の事務事

業を実施しておりますが、市長が日常的に

行われる業務の進捗確認の一環でございま

して、指示されたものと認識してございま

す。 

○中井良介委員 

 あれはどうなっているかといったような、

そういう指示であったということです。し

かし、この後、協定の締結に向けて動きが

進みまして、この年の８月19日に協定が締

結されています。その翌日の木野社長の発

信で、岸和田市を大阪で一番通信代が安い

地域にしたいと思いますという、協定の締

結式の写真も交えてそういう発信をされて

おります。 

 協定の中身は、連携事項として、まず１

つ目に子ども、学び、福祉に関することと

して、その１、デジタルリテラシーや情報

の格差解消に関すること、２つ目に、高齢

者のデジタルディバイドの解消に関するこ

と、３つ目に、誰もがスマートフォン等を

身近に利活用できる環境づくりに関するこ

とというようなことが挙げられて、これは

これで真っ当なというか、普通の協定であ

ったと思うんですが、協定後、具体的に連

携事業というのはどういうふうに行われた

んでしょうか。 

○米田貴志委員長 

 中井委員、できるだけ、これ、言うてる

のもう３回目ですので、お願いいたします。 

○田中浩二企画課長 

 実施いたしました連携事業といたしまし

ては、今年１月と２月に開催いたしました

スマホ無料個別相談会がございます。市が

実施する相談会にエックスモバイル株式会

社から講師を派遣いただきまして、スマー

トフォンの操作やアプリの使い方等、市民

からの相談に対応いただいたところでござ

います。なお、講師派遣は無償のため、市

からの支出は行ってございません。 

○中井良介委員 

 もうそろそろ終わりなんですが、去年の

５月に市長の指示で改めて接触が始まった

ということで、答弁では普通の進捗状況の

確認ということですけれども、実は、その

前の４月20日にエックスモバイル株式会社

から、４月20日、大阪府にエックスモバイ

ル岸和田店がオープンしましたということ

がエックスモバイル株式会社の発信で、５

月のすぐ前に……。 

○米田貴志委員長 

 中井委員、申し訳ないですけど、新聞記

事のなぞりじゃなくて、それを受けて新年

度予算に関しての質問でお願いしたいんで

すが。 

○中井良介委員 

 はい、ごめんなさい。経過が続いたよう

ですけども、このエックスモバイル岸和田

店というのが現在、西之内町44番地のとこ

ろにあるんですが、その代表者が、今ここ

におられる永野紗代氏が取締役としてあり

ます。この会社が、１年前ですけれども、

事業内容として、携帯電話及び携帯通信機
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器等の販売、買取り、修理というのを変更

して、付け加えて行われているわけです。 

 そういう意味で、岸和田市公民戦略連携

ガイドラインというのがありますが、ここ

に公民連携のプロセス－連携パートナーの

選定－というところで、まず１つ目に、連

携パートナーとしての継続性・適格性とい

う記述がありまして、これはもちろん市が

この事業を進めるための基本指針みたいな

ものですが、連携パートナーとして継続的

かつ発展的に連携が可能かどうか、また民

間企業等が法令等や公序良俗に反していな

いか、政治、宗教、反社会的勢力に関わっ

ていないか等の適格性を確認したうえで、

選定を行っていくと。それから、選定の公

平性・透明性の確保ということで、連携パ

ートナーの選任においては、他社との競合

の有無、選定手法や過程に問題がないか等

の検証を行い、公平性・透明性を確保しま

すという、私が申し上げた、委員長に何度

も注意を受けながらいろいろあれこれ経過

を言いましたけれども、やはり見直しが必

要ではないんかということを申し上げたい

んですが、その点はいかがでしょうか。 

○田中浩二企画課長 

 岸和田市公民戦略連携ガイドラインの内

容につきましては、現状問題があるとは考

えてございませんが、ガイドラインにつき

ましては、適宜見直しは行ってございます。

なので、即これを機にというわけではござ

いませんけれども、適宜見直しをしていく

中で検討はしてまいりたいと考えてござい

ます。 

○井舎英生委員 

 井舎です。２つ質問します。 

 １つは公民戦略連携デスク運営事業、129

ページです。これは、年間予算が８万3000

円なんですけども、これ自身はそんな大き

くはないんですけども、質問は、この事業

であと人材として何人ぐらいが年間何時間

ぐらい関わっているのか。 

 それからもう１つ、過去、最初に始まっ

たのは和歌山大学だと思いますけど、ここ

はもう大分前からやっているんですけど、

今、公民連携を何社ぐらいと幾らの企業、

団体、大学とやっているのか、その辺、情

報を教えてください。 

○田中浩二企画課長 

 順番が逆になって申し訳ございませんけ

ども、包括連携協定を結んでいる企業、大

学は、今で言うと20になってございます。

あと、公民戦略連携デスクの担当といたし

ましては、企画課が２名、自治振興課が兼

務で２名ということで、４名で対応させて

いただいておりますが、ただ、年間の実働

数といいますか時間というのは、こちらで

今把握できておりませんので、後ほど調べ

てお伝えさせていただければと思います。 

○井舎英生委員 

 ４名ぐらいが年間何百時間かやっている

んでしょうけど、８万3000円の外へ出てい

く予算自身は大きくないんですけど、これ

ぐらいの予算で足りるんですか。 

○田中浩二企画課長 

 基本的には、連携したいというようなこ

とで、企業がこちらに来られますので、外

に出ていくというときは、研修であったり

とかそういったことで、そんなにないとい

うところで、旅費もこれぐらいあれば足り

るかなと。また、ウェブの会議とかも多い

ですので、その辺りで大丈夫だと考えてご

ざいます。 

○井舎英生委員 

 ということは、あまり行政から積極的に

出かけて行って、各企業、大学等と連携協

定を企画していくというようなことは、ち

ょっと受け身のように感じるんですけど、

そんな感じですか。 
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○田中浩二企画課長 

 最初の頃はそのような感じだったかとは

思いますけども、今は、電話で連絡させて

いただいたり、ウェブで打合せをさせてい

ただいたりということで、こちらから情報

発信もさせていただいて、積極的には行わ

せていただいていると認識してございます。 

○井舎英生委員 

 私も常々公民連携協定というのは関心も

ありまして注視しているんですけども、今

回、先ほど中井委員からも質問がありまし

たが、特定の企業と何か利益誘導的なこと

をやるべきじゃないとは思っているんです。

先ほど、今の情報リテラシー、スマートシ

ティにも関係してくるんですけれども、外

部の企業といろいろ連携する。多分、連携

したい会社というのはほかにもたくさんあ

ると思うんです。先ほどのスマートフォン

教室とかそういうものは、特定の企業じゃ

なくて、それぞれ幾つかキャリアがあるわ

けですけれども、そういうところとの連携

というのは現在何社ぐらいとやっているん

でしょうか。キャリアとの連携ですね。 

○田中浩二企画課長 

 今、キャリアと呼ばれるようなところと

はいたしてございません。携帯電話の関係

で言いますと、エックスモバイルのみとい

うことになってございます。 

 あと、スマホ教室につきましてですが、

今年度はソフトバンクの御協力を頂きまし

て、スマートフォン教室につきましては開

催させていただいてございます。 

○井舎英生委員 

 そういう場合は特に連携協定というのは

結ばなくてもやるんですか。 

○田中浩二企画課長 

 特に連携協定がなくても、共同でするこ

とは可能でございます。連携協定があるか

ら、ないからということではございません

ので、連携協定がなくてもできることはで

きますし、できないことはできないという

ことになってございます。 

○米田貴志委員長 

 井舎副委員長、予算のほうへシフトして、

頼みます。 

○井舎英生委員 

 予算の執行と深く関係することです。先

ほど中井委員からもありましたが、やっぱ

り特定の会社、企業、また団体と結ぶ、特

定というのは全て連携協定するのは特定な

んですけど、そこに前市長の家族が深く関

わっているというようなことは、これは非

常に、外部から、市民から見たら公平性、

公明性に欠けると思いますので、その辺に

ついては企画課としては今後どのような態

度で臨んでいくんですか。 

○田中浩二企画課長 

 あくまでも企画課といたしましては、こ

の公民戦略連携ガイドラインにのっとって

手続を粛々と進めて、協定を進めてまいり

たいと考えてございます。 

○井舎英生委員 

 分かりました。そういうふうにガイドラ

インがあるんであれば、もう一度そのガイ

ドラインを検討し直して、市民から見て、

世間から見て、公平性、公明性が担保でき

るようなガイドラインじゃなきゃ駄目だと

思いますので、その辺は今後の公民連携事

業の進め方について、もう一度やっぱり立

ち止まって見直すと。我々議会も関与して

いきたいと思います。 

 我々議会は議員政治倫理条例があります

ので、そういうものに準じて対応していこ

うというふうに思います。この質問は終わ

ります。 

 次に、スマートシティ推進事業です。こ

の質問なんですけど、実はこの前、先週の

３月５日水曜日に第１回の岸和田市スマー
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トシティ推進協議会が開かれたと思うんで

すけども、これにはどういうメンバーが入

っているのか、市民も入っているのか、こ

の辺について教えてくれますか。 

○田中浩二企画課長 

 まず、市民は今入ってはございません。

メンバーといたしましては、大阪公立大学

の阿多教授でありますとか、企業といたし

ましては、株式会社インテック、株式会社

Ｙ４．ｃｏｍ、株式会社地域創生Ｃｏデザ

イン研究所がメンバーとなってございます。 

○井舎英生委員 

 今、この予算が1130万円ほどあるんです

けど、これは何に使うんですか。どこへ何

か仕事を出すんですか。 

○田中浩二企画課長 

 予算の内訳で最も多いのが委託料となっ

てございまして、先ほど海老原委員のとき

にもちょっと御説明させていただきました

けども、スマートシティ推進協議会の運営

支援委託としまして451万円、実証実験とい

たしまして250万円、スマホ教室といたしま

して400万円ということで計上させていただ

いてございます。 

○井舎英生委員 

 先ほど、３月５日に最初の会議をやった

という、これをもうちょっと言いますと、

我々本会議をやっている最中なんですね、

議会はね。私もよくこういうのは傍聴に行

ったりするんですけども、行けなかったと。

なぜ本会議中にその大切なスマートシティ

推進協議会第１回の会合をするのか、その

辺の理由を教えてください。 

○田中浩二企画課長 

 今回の開催日につきましては、通例の定

例会の休会日に合わせて予定を設定させて

いただいてございましたけれども、急遽本

会議開催となりましたことから、傍聴いた

だけない状況になったところでございます。

その辺りは配慮が足りず大変申し訳なかっ

たと思ってございます。 

○井舎英生委員 

 全く配慮というか、基本的には駄目だと

思いますよ。３月、この時期は、本会議、

予算常任委員会も含めてあります。やっぱ

りいろんなことが起きてくるので、そこに

大切な、我々議員も傍聴にも行けない。そ

んなような機会を喪失するんですね。だか

ら、総合政策部企画課とあろう者が、その

辺の先のことをよく読んでやっていただか

ないと困るんです。 

○米田貴志委員長 

 井舎副委員長、予算のほうでお願いして

おきます。企画課の構造になってしまって

います。 

○井舎英生委員 

 それで、その予算は特命発注ですか。こ

こから何か入札とかそんなことをするんで

すか。 

○田中浩二企画課長 

 その辺も含めて、今後検討させていただ

きたいと思っております。 

○井舎英生委員 

 これから検討するのに何で予算が出てく

るんですか。 

○田中浩二企画課長 

 入札なり随意契約なり予算は必要となり

ますので、計上させていただいてございま

す。 

○井舎英生委員 

 ここに参加している企業に出す、支払う

ものじゃないんですね。違うんですか。 

○田中浩二企画課長 

 この協議会に参加している企業にという

ことでございましたら、ただ、入札という

ことになれば、そこも入ってくれば、入札

参加資格の条件を満たしていればというこ

とにはなってございますけれども、基本的
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にはメンバーについては外させていただき

たいと考えてございます。 

○井舎英生委員 

 金額が一千何百万円って、そう大したお

金じゃないと思っているのかもしれないけ

れども、前々から私が、企画課に申し上げ

ているのは、いろんな計画を出し合って実

現していくときに、事務局というか、いろ

んな資料を作ったりとか、そんなことが必

要なんだけども、そういうことも全て外部

のコンサルタント会社に従来出していると。

それも特命発注みたいなものなんだけども、

そんなことばっかりやっていると、お金を

かけるけども、とにかく皆さんの企画力と

いうのか、力にならないというふうに思う

んですが、そのお金の使い方についてもう

一度考えてみるべきだと思いますが、どの

ように思いますか。 

○米田貴志委員長 

 それはもう要望で置いておいていただけ

ませんかね。今のは答えられへんですよ。 

○井舎英生委員 

 もし答えられなかったら答えられないと

言うてください。答えられるなら……。 

○米田貴志委員長 

 それはもう私のほうで、申し訳ないけど

要望にしておいてほしいと思いますので、

すいません。 

○井舎英生委員 

 先ほどのスマホ教室とか相談会とか、こ

ういうのにも400万円ぐらい予算を考えてい

るということ、これは全部入札制ですか。 

○田中浩二企画課長 

 こちらにつきましては、入札なりプロポ

ーザルを考えてございます。 

○井舎英生委員 

 もう一度申し上げますと、今回のスマー

トシティ推進協議会、これに、市民が１人

も参加してないんですよね。それから、岸

和田市の企業も参加してないんですよね。

こういうやり方は、新しいことを推進して

いく基本的な動作としてはよくないと思う

んですけども、いかがですか。 

○田中浩二企画課長 

 委員おっしゃっているように、市内事業

者が主体的に御参画いただくことは重要で

あると思ってございます。引き続き、市内

事業者には御参画いただけるよう努めてま

いりたいと考えてございます。 

○井舎英生委員 

 スマートシティは、市民参加があって初

めて方向性なり、また具体的になっていく

と思うんです。全く市民が知らないところ

で、行政だけが独り相撲を取っていても仕

方ないんですよ。だから、岸和田市の事業

者、商工会議所に入ってもらう、いろんな

会社に入ってもらって、市民も団体から代

表で入ってもらって、やっぱり市民と一緒

になってスマートシティを推進していくべ

きだと思うんです。だから、この予算につ

いては、こういうようなやり方での予算を

計上してくること自体が私はノーだという

ふうに思います。いかがでしょうか。 

○田中浩二企画課長 

 市民参画については非常に大切な視点だ

と考えてございます。スマートシティ推進

協議会につきましても、その活動内容につ

きましては、どんどん情報発信させていた

だいて、市民にオープンにして意見を頂い

てまいりたいと考えてございます。 

○井舎英生委員 

 最後に、議会に対しても、事前にこうい

うことをします、やっぱりもうちょっと丁

寧に行政報告してもらわないと、全く知ら

ないところでやってもらうと困ると思うの

で、以上、それは厳重に申し添えて、私の

質問は終わります。 

○海老原友子委員 
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 追加で通告しました質問についてです。

155ページの市長選挙事業について質問させ

ていただきます。 

 先ほど中岡委員からも質問があったんで

すけど、かぶらない内容でさせていただき

ます。 

 身近でも、選挙全般についてですけれど

も、入院しているからとか、施設に入った

から投票できないとかいう声をよく聞きま

す。４月６日の市長選挙において、病院な

どに入院、施設に入っている方が不在者投

票できるということなんですが、前回の選

挙公報でも不在者投票のことについてはお

問合せをというふうな文言は載っていたん

ですけども、なかなか分かりづらい点があ

ったかなと思います。 

 現在、岸和田市の中で不在者投票ができ

る施設にはどのような施設がありますか。

また、前回の市議会議員選挙では何名が不

在者投票されているのかお答えください。 

○青木高志選挙管理委員会事務局次長兼公平委

員会事務局次長兼固定資産評価審査委員会

書記次長 

 岸和田市内には、不在者投票ができる施

設といたしまして、病院17か所、身体障害

者施設２か所、老人ホーム22か所の合計41

施設あります。不在者投票ができる施設に

つきましては、30床以上ある病院や施設で、

大阪府に指定される必要がありまして、入

院中や入所中の方から選挙管理委員会に問

合せがあった場合には、大阪府の指定につ

いて御説明させていただいております。 

 それと、前回の市議会議員選挙では451名

が不在者投票を行っております。今年度の

予算的には、不在者投票管理手数料といた

しまして、１人1050円掛ける700人分の73万

5000円を計上し、各施設での投票者数に応

じて手数料をお支払いする予定となってお

ります。 

○海老原友子委員 

 なかなか不在者投票のこと自体、ちょっ

と勉強不足だったなということで、教えて

いただいてありがとうございます。不在者

投票される方１人につき管理手数料が投票

者数に応じて病院とか各施設に支払われる

ということが分かりました。 

 次に、市長選挙事業の中には障害をお持

ちの方や体の不自由な方のための事業もあ

ると思いますが、そういった方のためにど

のようなことを行っているのか教えてくだ

さい。 

○青木高志選挙管理委員会事務局次長兼公平委

員会事務局次長兼固定資産評価審査委員会

書記次長 

 視覚障害の方のためには、選挙公報及び

候補者名簿を点字版にするといったサービ

スとして10万円計上しております。また、

選挙公報の音声版を作成し配付させていた

だいたりするサービスとして15万円も計上

しております。また、体の不自由な方や車

椅子の方のために、投票所入り口付近に段

差のある投票所につきましては、その投票

所専用のスロープを作成し設置している投

票所が10か所ありまして、18万円を計上し

ております。 

 各投票所には、車椅子専用の記載台と、

あとコミュニケーションボードも用意して

ございます。選挙日前日の庶務係の打合せ

会におきましては、46投票区の庶務係全員

に合理的配慮について毎回注意も行ってお

ります。選挙日当日につきましては、手話

通訳を１名本部に設置するための費用とし

て１万4400円を計上し、投票所での対応が

できるように準備しております。 

○海老原友子委員 

 予算としてはすごい少ない額ではありま

すけども、やっぱりそういった障害のある

方とか施設に入っている方を取りこぼしの
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ない、投票率を上げていくというとこら辺

ではすごく頑張っていただいているところ

かと思います。障害のある方への取組とか、

各投票所での合理的配慮など、市民から感

謝されている声も聞かせていただいている

ところです。 

 ４月６日の市長選挙でありますが、全国

的にも注目されている選挙となるわけです。

どの選挙も、繰り返しになりますが、投票

率を上げるための尽力はされているところ

だと思いますが、不在者投票のことを私自

身もあまり知らなかったんですけども、30

床以上というとこら辺でのこととか、障害

者が分からないというところがあります。

できる施設名、具体的にこういうところで

できるよということをお知らせいただくと

か、また、30床以上の施設が大阪府に不在

者投票ができる申請の手続とか、施設とし

てはすごく厄介なことかなと思います。だ

から、市からそういう手続の簡略化とかい

うのもまた府に訴えていただいて、不在者

投票ができる場所と人が増えるというよう

なことをしていただければなと要望しまし

て、この質問は終わらせていただきます。 

○米田貴志委員長 

 他に質疑はありませんか。 

   〔「なし」の声あり〕 

 ないようですので、２款総務費の質疑を

終結いたします。 

 本日はこの程度にとどめ、予算常任委員

会を散会いたします。 

（以 上） 


